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第１章 玉名市の概況の把握 

１．市の概況 

（１）概要 本市は熊本県北西部に位置し、南北の距離は約 17km、東西は約 14.5km、市域の面積は152.55k ㎡で、有明海、菊池川、小岱山及び金峰山系の山々等の豊かな自然や数多くの歴史的資源に恵まれ、市の中心部に 1,300 余年の歴史と泉質を誇る玉名温泉や、南部に夏目漱石ゆかりの小天温泉があります。 産業面では、米をはじめ野菜、果実などの農産物や海苔・アサリなどの水産物の生産が盛んであり、特にイチゴ・トマトは全国有数の生産量を誇ります。 また、熊本都市圏と福岡都市圏の中間に位置しており、JR 鹿児島本線が縦貫し、九州縦貫自動車道 ICや有明フェリーなどを近隣に有するなど交通の便に恵まれています。 さらに、平成 23年 3月には九州新幹線が全線開業し、新玉名駅開設により県北の交通拠点としての機能が充実するとともに、まちづくりにおける総合的な発展が大いに期待されています。  図表 玉名市の概要 
面積 152.55ｋ㎡（2010年 1月 1日現在） 内訳  宅地  16.17ｋ㎡     田   45.04ｋ㎡     畑   30.53ｋ㎡     池沼  00.48ｋ㎡     山林  23.99ｋ㎡     原野  01.33ｋ㎡     雑種地 04.23ｋ㎡     その他 30.78ｋ㎡ 
人口 

70,116人 （2011年 12月末日 住民基本台帳） 昼間人口 69,683人  （平成 17年 国勢調査） 流入人口 9,255人 （平成 17年 国勢調査） 流出人口 11,354人 （平成 17年 国勢調査） 昼夜間人口比率 97.04％ （平成 17年 国勢調査） 鉄道 鉄道路線及び駅数 2線 4駅 JR鹿児島本線 3駅 （大野下駅、玉名駅、肥後伊倉駅） 九州新幹線（新玉名駅）   
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（２）沿革 玉名地方の歴史は古く、縄文時代から天恵の地として知られ、弥生時代・古墳時代になると早くも大陸と交流をもち、その後、荘園の発達とともに産業が興り社寺等が造営され、この地方の中心として基礎づくりが確立されてきました。 戦国時代に入り、諸大名の争奪の地となり焦土と化しましたが、加藤清正が入国して、治水と干拓に力を入れ、広大な新田をえて当地方は穀倉地帯として人口も増加し、細川 54万石の統治下になると、文化・経済・商業の中心地として繁栄を極め、明治以降は、経済面の開拓が著しく、干拓による米の生産、養蚕業の振興、鉄道の開通とともに次第に発展してきました。 また、昭和 29年 4月に玉名市、昭和 40年 4月に岱明町、昭和 35年 10月に天水町、昭和43年 11月に横島町がそれぞれ市・町制を施行し、近年を迎えました。 さらに、平成 16年 11月に玉名地域 1市 3町合併協議会が設置され、数回に及ぶ協議会等を経て、平成 17年 2月に合併協定書に調印、同月には 1市 3町議会において廃置分合議案がそれぞれ承認されました。さらには、県議会の議決、県知事の決定を経て、総務大臣の告示となり、平成 17年 10月 3日、1市 3町による玉名市が誕生しました。 
 

（３）地域コミュニティの状況  合併に際して、合併前の玉名市、岱明町、横島町、天水町の区域ごとに地域自治区が設置され、住民組織である地域協議会を通じ、地域住民の意見の行政への反映、行政と住民の連携強化が図られています。  この地域協議会は、地域内の住民・諸団体との連携により、各地域独自のまちづくりを行うための、まちづくり実践者と行政との橋渡しのほか、地域住民の意見の調整や取りまとめを行うとともに、地域自治区の事務所と協働して実施する役割を担っています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典）玉名市ホームページ 

地域自治区の区域 
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また、本市では、小学校区をコミュニティの単位として各校区に「まちづくり委員会」を組織し、校区の特色を活かした地域づくりの事業を計画・展開させ､「玉名 21 の星事業」として地域が一体となったまちづくりに取り組んでいます。 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※石貫校区まちづくり委員会は、解散しました。 

（１）市政概要の把握 

①①①①玉名町玉名町玉名町玉名町美しく住みよいまち、歩きたくなるまち
⑭⑭⑭⑭睦合睦合睦合睦合 集まって和気あいあい、仲間いっぱいのまち・睦合
②②②②築山築山築山築山水清く緑光る、人輝き花開く、美しいまち築山③③③③滑石滑石滑石滑石ふれあいのあるまちづくり

④④④④大浜大浜大浜大浜川とともに伸びる大浜～百年の夢づくり～⑤⑤⑤⑤豊水豊水豊水豊水 伝統芸能の活きづく豊水(さと)～神楽によるふるさとづくり～⑥⑥⑥⑥伊倉伊倉伊倉伊倉 歴史を学び未来を語るふれあい笑顔のまち・伊倉
⑦⑦⑦⑦八嘉八嘉八嘉八嘉時を越え 未来にたくす自然と心⑧⑧⑧⑧梅林梅林梅林梅林 歴史と豊かな自然を育み、新たな創造へ～人が輝き、地域が輝くふるさとづくり～⑨⑨⑨⑨小田小田小田小田自然とふれあいの里 小田

⑩⑩⑩⑩玉名玉名玉名玉名歴史とふれあいのまち玉杵名の里⑪⑪⑪⑪月月月月瀬瀬瀬瀬月瀬源九郎さんの里づくり⑬⑬⑬⑬三三三三ツツツツ川川川川 自然が豊かで、ふれあい・助け合い、文化の薫る三ツ川
⑮⑮⑮⑮大野大野大野大野 幸せのひまわりと安心の青色宣言のまち⑯⑯⑯⑯高道高道高道高道 きてはいよ！楽しんではいよ！ふれ愛のまち 高道⑰⑰⑰⑰鍋鍋鍋鍋さあ、がまだそう まちづくり鍋
⑱⑱⑱⑱横島横島横島横島 海から生まれたまち ～よこしま～ 先祖からの贈り物を未来へ⑲⑲⑲⑲玉水玉水玉水玉水未来へつなごう輝く人と美しい里 玉水⑳⑳⑳⑳小天小天小天小天蜜柑と草枕の夢の里～Flower＆Dream～21 21 21 21 小天東小天東小天東小天東橘かおる・灯りで明るい里づくり
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（４）市民の 1 日の流出入状況  本市は、昼間人口よりも夜間人口が若干上回る、流出超過都市となっています。  まず、流出人口をみると、玉名市民のうち約 1.1 万人が昼間、通勤・通学で市外に出ています。そのうち、約 1万人は県内の他市町村への移動であり、なかでも熊本市への移動が 3,226人と最も多くなっています。また県外へは 1,399人が移動しており、そのうち福岡県が 9割以上を占めています。  一方で、流入人口は 9,255 人で、そのうち 8,011 人が県内他市町村からの流入です。このうち荒尾市からの移動が 1,900人と最も多くなっています。また、県外からの流入は 1,244人で、流出人口と同様にその 9割以上が福岡県となっています。  なお、玉名市内の自治区間（旧市町間）の流出入は下図の通りとなっています。玉名自治区のみが唯一流入超過となっており、他自治区から玉名自治区への流入が集中しています。 図表 流出入人口               図表 旧市町村間の流出入人口             

県内県内県内県内：：：：9,9559,9559,9559,955 人人人人     熊本市※13,226 人  長洲町 1,715 人  荒尾市 1,399 人  菊水町※21,027 人 夜間人口 71,809 人 
昼間人口 69,683 人 （97％） 

流入人口 

9,255 人 

（13％） 

流出人口 

11,354 人 

（16％） 

県内県内県内県内：：：：8,0118,0118,0118,011 人人人人     荒尾市 1,900 人  熊本市※11,574 人  長洲町 1,266 人  玉東町 615 人 県外県外県外県外：：：：1,2441,2441,2441,244 人人人人     福岡県 1,141 人 県外県外県外県外：：：：1111,399,399,399,399 人人人人     福岡県 1,272 人 
 玉名自治区 昼間人口：47,957 人 夜間人口：45,303 人 

 横島自治区 昼間人口：4,391 人 夜間人口：5,487 人  天水自治区 昼間人口：6,115 人 夜間人口：6,839 人 
1,521 625 533 588 147 259 51 58 61 46 58 75 出典）平成 17 年国勢調査より作成 

出典）平成 17 年国勢調査より作成 ※1 富合町、城南町、植木町との合併前時点 ※2 現和水町（平成 18 年 3 月に三加和町と合併） 

 岱明自治区 昼間人口：11,220 人 夜間人口：14,180 人 
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（５）交通状況 平成２３年３月に九州新幹線が全線開業し、県北の交通拠点としての機能が更に充実しました。今後は、広域交通体系やネットワークの整備を推進することにより、地域産業や市域内外との交流促進など、新たな活性化や広がりが求められています。 県北の玄関口として各方面に通じる国道、県道など骨格道路の整備や、慢性的な渋滞の緩和について、国や県への要望活動を強化する必要があります。 また、中心市街地と市域内の周辺地域を結ぶ幹線道路の整備については、市域の一体性を確保するための重要路線として計画的な整備が必要です。 一方、地球環境保全の観点から、環境に負荷の少ない原料や機材を取り入れるなどの施工上の工夫も求められています。      図表 交通体系図                         

新玉名駅 （九州新幹線） 
新玉名駅新玉名駅新玉名駅新玉名駅    

肥後伊倉駅肥後伊倉駅肥後伊倉駅肥後伊倉駅    玉名玉名玉名玉名駅駅駅駅    大野下大野下大野下大野下駅駅駅駅    
国道 501 号線 

国道 208 号線 国道 208 号線 玉名バイパス 

県道１号線 
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２．市の人口特性、人口動態 

（１）市の人口推移 人口は、昭和 61 年の 7 万 4,502 人をピークに微減傾向となっており、平成 23 年では 7 万116人（約 6％減少）となっています。 まず、年齢階層別の年少人口（0～14歳）比率は、昭和 55年で約 21％でしたが年々減少し、平成 23年では約 13％となり、生産年齢人口（15～64歳）比率も、昭和 55年で約 65％だったものが、平成 23年では約 59％まで減少しています。 その一方で、老年人口（65 歳以上）比率は、昭和 55 年時点では全体の約 14％でしたが、人口数ならびに構成比ともに増加を続け、平成 7年に年少人口を上回り、平成 23年は約 28％と昭和 55年と比べ 2倍に増加しており、県全体と比較しても高い比率となっています。 さらに、玉名市次世代育成支援行動計画における人口推計によると、平成 23年以降も減少傾向となり、平成 29年には 6万 6,237人と推計されています。 これらから、年齢階層別では、生産年齢人口比率が 59％から 56％に大幅に減少すると同時に、老年人口比率が 28％から 32％と急速に高齢化が進むことが予測されています。  図表 人口推移及び将来推計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典）国勢調査、住民基本台帳（H17～H23）、玉名市次世代育成支援行動計画（H24～H29） 0
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30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

昭和50年 昭和52年 昭和54年 昭和56年 昭和58年 昭和60年 昭和62年 平成元年 平成3年 平成5年 平成7年 平成9年 平成11年 平成13年 平成15年 平成17年 平成19年 平成21年 平成23年 平成25年 平成27年 平成29年

0～14歳 15～64歳 65歳以上 世帯数 （世帯）（人） 現在人口ピーク
74,502人

14%

65%

21%

28%

59%

13%

32%

56%

12%

70,116人
66,237人合併

20%

62%

18%
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（２）年齢階層別の将来人口予測 平成 17年から平成 22年の 5年間で総人口は 2,412人、約 3.3％減少しています。年齢階層別の構成比では、年少人口が 0.8％、生産年齢人口が 1.3％減少しており、老年人口は 2.1％増加しています。 平成 22年から平成 42年の 20年間で総人口は 1万 1,826人、約 16.7％の減少が見込まれます。年齢階層別の構成比では、年少人口が 2.0％、生産年齢人口が 8.2％の減少の一方で、老年人口は 10.2％増加する予測となっており、特に生産年齢人口の減少と老年人口の増加が今後の課題となります。  図表 市全体人口推計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2010年人口（Ｈ22年）
70,633人 2030年人口（Ｈ42年）

58,807人構成比 構成比 構成比増減率人口増減率－16.7％老年人口（65歳～）生産年齢人口（15～64歳）年少人口（0～14歳）
27.4% 37.6%

59.6%

13.0%

51.4%

11.0%

＋10.2%－8.2%－2.0%

2005年人口（Ｈ17年）
73,045人 2010年人口（Ｈ22年）

70,633人構成比 構成比 構成比増減率人口増減率－3.3％老年人口（65歳～）生産年齢人口（15～64歳）年少人口（0～14歳）
25.3% 27.4%

60.9%

13.8%

59.6%

13.0%

＋2.1%－1.3%－0.8%

0 4,000 8,00095～90～9485～8980～8475～7970～7465～6960～6455～5950～5445～4940～4435～3930～3425～2920～2415～1910～145～90～4

人歳 0 4000 800095～90～9485～8980～8475～7970～7465～6960～6455～5950～5445～4940～4435～3930～3425～2920～2415～1910～145～90～4

人歳2005（H17)年 ⇒ 2010（H22)年 2010（H22）年 ⇒ 2030（H42）年（過去⇒現在） （現在⇒将来）
2005年
73,045人 2010年

70,633人 （－（－（－（－2,412人人人人））））（－（－（－（－3.3％）％）％）％） 2010年
70,633人 2030年

58,807人 （－（－（－（－11,826人人人人））））（－（－（－（－16.7％）％）％）％）
2010年

2005年

2030年
2010年
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（３）小学校区別・自治区別の将来人口予測 平成 22 年現在、市内 21 の小学校区の人口は 1万人を超える校区から 1千人に満たない校区までと幅広く、校区によって人口規模が大きく異なります。 市全体の高齢化率は 27.4％ですが、人口規模の小さな校区において、より高齢化率が高い傾向にあり、全 21校中 9校区で 30％以上となっています。なかでも最も顕著なのが玉名自治区の月瀬校区であり、人口 690人に対し高齢化率は 36.4％となっています。自治区別では天水自治区が 29.4％と他自治区に比べて高い高齢化率となっています。 平成 42年の推計人口は市全体で 5万 8,807人となり、平成 22年の 7万 633人から 1万 1,826人（16.7％）減少する結果となっています。小学校区別にみると、全ての校区において人口の減少が見込まれますが、20％以上減少する校区が７校区（滑石、大浜、八嘉、梅林、鍋、横島、玉水）あり、中でも滑石校区は 26.2％減少すると予測されます。 一方で高齢化率は市全体で 37.6％と 10％以上増加する結果となっており、本市の高齢化が著しく進行する傾向が顕著に表れています。小学校区別では、いずれの校区においても高齢化率が上昇し、30％を超える校区が 21校中実に 20校区（平成 22年 9校区）となります。高齢化の傾向は、特に人口規模の小さな校区でより顕著であり、人口規模の最も小さい月瀬校区では 54.2％と人口の半数以上が高齢者となる結果となっています。 今後は人口規模の小さな校区における施設の在り方に加え、コミュニティの維持、地域の担い手の確保などといった課題が出てくるものと考えられます。 図表 自治区別及び小学校区別の人口推計結果 
                    【凡例】総人口 ：人口7,000人以上 高齢化率 ：25％未満 人口増減 ：減少率が10％未満：人口5,000人以上7,000人未満 ：25％以上30％未満 ：減少率が10％以上15％未満：人口3,000人以上5,000人未満 ：30％以上35％未満 ：減少率が15％以上20％未満：人口1,000人以上3,000人未満 ：35％以上40％未満 ：減少率が20％以上25％未満：人口1,000人未満 ：40％以上 ：減少率が25％以上

自治区 総人口 高齢化率総人口 高齢化率 総人口 老年人口 高齢化率 増減率 増減玉名 1 玉名町 13,011 25.9% 10,861 1,494 13.8% 5,839 53.8% 3,528 32.4% -16.5% 6.5%2 築山 7,992 16.7% 7,684 1,196 15.6% 4,357 56.7% 2,131 27.7% -3.9% 11.0%3 滑石 3,247 34.8% 2,395 163 6.8% 1,152 48.1% 1,080 45.1% -26.2% 10.3%4 大浜 2,973 30.3% 2,330 172 7.4% 1,147 49.2% 1,011 43.4% -21.6% 13.1%5 豊水 1,426 29.0% 1,190 91 7.6% 574 48.2% 525 44.2% -16.5% 15.2%6 伊倉 3,949 28.6% 3,199 333 10.4% 1,644 51.4% 1,222 38.2% -19.0% 9.6%7 八嘉 3,740 27.1% 2,983 269 9.0% 1,475 49.4% 1,239 41.6% -20.2% 14.5%8 梅林 1,564 32.2% 1,238 89 7.2% 563 45.5% 586 47.3% -20.8% 15.1%9 小田 1,055 33.9% 888 89 10.0% 426 48.0% 373 42.0% -15.8% 8.1%10 玉名 2,135 28.2% 1,850 201 10.9% 924 49.9% 725 39.2% -13.3% 10.9%11 月瀬 690 36.4% 568 30 5.3% 230 40.5% 308 54.2% -17.7% 17.8%12 石貫 1,271 28.3% 1,138 120 10.5% 545 47.9% 473 41.6% -10.5% 13.2%13 三ツ川 849 29.8% 787 90 11.4% 359 45.6% 338 43.0% -7.3% 13.2%岱明 14 睦合 3,990 26.9% 3,264 308 9.4% 1,641 50.3% 1,315 40.3% -18.2% 13.4%15 大野 3,954 26.1% 3,493 452 12.9% 1,829 52.4% 1,212 34.7% -11.7% 8.6%16 高道 3,469 30.4% 2,815 263 9.3% 1,404 49.9% 1,148 40.8% -18.9% 10.4%17 鍋 3,039 32.2% 2,352 176 7.5% 1,188 50.5% 988 42.0% -22.6% 9.8%横島 18 横島 5,562 28.7% 4,340 450 10.4% 2,241 51.6% 1,649 38.0% -22.0% 9.2%天水 19 玉水 3,110 28.4% 2,457 211 8.6% 1,245 50.7% 1,001 40.7% -21.0% 12.3%20 小天 2,825 30.0% 2,300 212 9.2% 1,148 49.9% 940 40.9% -18.6% 10.9%21 小天東 782 30.8% 675 47 7.0% 311 46.1% 317 46.9% -13.7% 16.0%玉名自治区 43,902 26.5% 37,111 4,337 11.7% 19,235 51.8% 13,539 36.5% -15.5% 10.0%岱明自治区 14,452 28.6% 11,924 1,199 10.1% 6,062 50.8% 4,663 39.1% -17.5% 10.5%横島自治区 5,562 28.7% 4,340 450 10.4% 2,241 51.6% 1,649 38.0% -22.0% 9.2%天水自治区 6,717 29.4% 5,432 470 8.7% 2,704 49.8% 2,258 41.6% -19.1% 12.2%玉名市合計 70,633 27.4% 58,807 6,456 11.0% 30,242 51.4% 22,109 37.6% -16.7% 10.2%＊住民基本台帳人口より日本経済研究所が推計

生産年齢人口年少人口小学校区 平成22年（2010年） 平成42年（2030年）住民基本台帳人口 推計人口 Ｈ22年からＨ42年の増減
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図表 玉名市小学校区 
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図表 小学校区別人口分布 総人口（平成 22 年（2010 年）） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

� 校区によって人口規模が大きく異なる 
� 玉名町校区及び築山校区に人口が集中し、山間部周辺では人口が少ない 

総人口（2010 年）：70,633 人 
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図表 小学校区別人口分布 高齢化率（平成 22年（2010 年）） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

� 人口規模の小さな校区において高齢化率が高い傾向 
� 9校区で 30％以上の高齢化率 

� 月瀬校区では、人口690 人に対し高齢化率は 36.4％ 

� 自治区別では天水自治区が29.4％と最も高い 

高齢化率（2010年）：市平均27.4％ 
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図表 小学校区別人口分布 総人口（平成 42 年（2030 年）） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

� 平成 22 年から 11,826 人（16.7％）減少する 
� 全ての校区において減少 

� 滑石校区では 26.2％減少 
� 20％以上減少する校区が７校区（滑石、大浜、八嘉、梅林、鍋、横島、玉水） 

総人口（2030 年）：58,807 人 
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図表 小学校区別人口分布 高齢化率（平成 42年（2030 年）） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

� 高齢化率は市全体で約10％以上増加 
� いずれの校区においても高齢化率が上昇 
� 特に人口規模の小さな校区でより顕著 

� 高齢化率 30％を超える校区が 20校区となる 

� 人口規模の最も小さい月瀬校区では54.2％ 高齢化率（2030年）：市平均37.6％ 
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図表 小学校区別人口分布 総人口増減率（平成 22 年⇒平成 42年（2010 年⇒2030 年）） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

人口増減（2010 年⇒2030 年）：市全体－16.7％ 
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図表 小学校区別の年齢階層別将来人口予測 

   

① 玉名町 2010年 2030年 13,011人 10,861人 0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000 95～90～9485～8980～8475～7970～7465～6960～6455～5950～5445～4940～4435～3930～3425～2920～2415～1910～145～90～4

人歳

 

② 築山 2010年 2030年 7,992人 7,684人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 ③ 滑石 2010年 2030年 3,247人 2,395人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 

④ 大浜 2010年 2030年 2,973人 2,330人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 
2010 年 の 方 が 人 口 が 多 い 年 齢 層 2030 年 の 方 が 人 口 が 多 い 年 齢 層

2010 年 の 人 口 構 成 2030 年 の 人 口 構 成
老年人口 
生産年齢人口 

3,364 人 (25.9％) 3,528 人 (32.4％) 2030 年 
7,836 人 (60.2％) 5,839 人 (53.8％) 
1,494 人 (13.8％) 2010 年 年少人口 1,811 人 (13.9％) 

老年人口 
生産年齢人口 

1,336 人 (16.7％) 2,131 人 （27.7％) 2030 年 
5,157 人 (64.5％) 4,357 人 (56.7％) 
1,196 人 (15.6％) 2010 年 1,499 人 (18.8％) 年少人口 

老年人口 
生産年齢人口 

1,129 人 (34.8％) 1,080 人 (45.1％) 2030 年 
1,797 人 (55.3％) 1,152 人 (48.1％) 
163 人 (6.8％) 2010 年 年少人口 321 人 (9.9％) 

老年人口 
生産年齢人口 

902 人 (30.3％) 1,011 人 （43.4％) 2030 年 
1,739 人 (58.5％) 1,147 人 (49.2％) 
172 人 (7.4％) 2010 年 332 人 (11.2％) 年少人口 
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⑤ 豊水 2010年 2030年 1,426人 1,190人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 

⑥ 伊倉 2010年 2030年 3,949人 3,199人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 ⑦ 八嘉 2010年 2030年 3,740人 2,983人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 

⑧ 梅林 2010年 2030年 1,564人 1,238人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 
2010 年 の 方 が 人 口 が 多 い 年 齢 層 2030 年 の 方 が 人 口 が 多 い 年 齢 層

2010 年 の 人 口 構 成 2030 年 の 人 口 構 成
老年人口 
生産年齢人口 

414 人 (29.0％) 525 人 （44.2％) 2030 年 
839 人 (58.8％) 574 人 (48.2％) 
91 人 (7.6％) 2010 年 年少人口 173 人 (12.2％) 

老年人口 
生産年齢人口 

1,129 人 (28.6％) 1,222 人 （38.2％) 2030 年 
2,329 人 (59.0％) 1,644 人 （51.4％) 
333 人 (10.4％) 2010 年 491 人 (12.4％) 年少人口 

老年人口 
生産年齢人口 

1,015 人 (27.1％) 1,239 人 (41.6％) 2030 年 
2,294 人 (61.3％) 1,475 人 (49.4％) 
269 人 (9.0％) 2010 年 年少人口 
431 人 (11.6％) 

老年人口 
生産年齢人口 

504 人 (32.2％) 586 人 （47.3％) 2030 年 895 人 (57.2％) 563 人 (45.5％) 
89 人 (7.2％) 2010 年 165 人 (10.6％) 年少人口 



第１章 玉名市の概況の把握 

 17  

⑨ 小田 2010年 2030年 1,055人 888人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 

⑩ 玉名 2010年 2030年 2,135人 1,850人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 ⑪ 月瀬 2010年 2030年 690人 568人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 

⑫ 石貫 2010年 2030年 1,271人 1,138人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 
2010 年 の 方 が 人 口 が 多 い 年 齢 層 2030 年 の 方 が 人 口 が 多 い 年 齢 層

2010 年 の 人 口 構 成 2030 年 の 人 口 構 成
老年人口 
生産年齢人口 

358 人 (33.9％) 373 人 (42.0％) 2030 年 
561 人 (53.2％) 426 人 (48.0％) 
89 人 (10.0％) 2010 年 年少人口 136 人 (12.9％) 

老年人口 
生産年齢人口 

603 人 (28.2％) 725 人 （39.2％) 2030 年 
1,284 人 (60.2％) 924 人 (49.9％) 
201 人 (10.9％) 2010 年 248 人 (11.6％) 年少人口 

老年人口 
生産年齢人口 

251 人 (36.4％) 308 人 (54.2％) 2030 年 
385 人 (55.8％) 230 人 (40.5％) 
30 人 (5.3％) 2010 年 年少人口 54 人 (7.8％) 

老年人口 
生産年齢人口 

360 人 (28.3％) 473 人 （41.6％) 2030 年 
749 人 (58.9％) 545 人 (47.9％) 
120 人 (10.5％) 2010 年 162 人 (12.8％) 年少人口 
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⑬ 三ッ川 2010年 2030年 849人 787人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 

⑭ 睦合 2010年 2030年 3,990人 3,264人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 ⑮ 大野 2010年 2030年 3,954人 3,493人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 

⑯ 高道 2010年 2030年 3,469人 2,815人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 
2010 年 の 方 が 人 口 が 多 い 年 齢 層 2030 年 の 方 が 人 口 が 多 い 年 齢 層

2010 年 の 人 口 構 成 2030 年 の 人 口 構 成
老年人口 
生産年齢人口 

253 人 (29.8％) 338 人 (43.0％) 2030 年 
484 人 (57.0％) 359 人 (45.6％) 
90 人 (11.4％) 2010 年 年少人口 112 人 (13.2％) 

老年人口 
生産年齢人口 

1,074 人 (26.9％) 1,315 人 （40.3％) 2030 年 
2,402 人 (60.2％) 1,641 人 (50.3％) 
308 人 (9.4％) 

2010 年 514 人 (12.9％) 年少人口 
老年人口 
生産年齢人口 

1,032 人 (26.1％) 1,212 人 (34.7％) 2030 年 
2,419 人 (61.2％) 1,829 人 (52.4％) 
452 人 (12.9％) 2010 年 503 人 (12.7％) 

老年人口 
生産年齢人口 

1,052 人 (30.4％) 1,148 人 （40.8％) 2030 年 
2,003 人 (57.7％) 1,404 人 (49.9％) 
263 人 (9.3％) 

2010 年 414 人 (11.9％) 年少人口 年少人口 
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⑰ 鍋 2010年 2030年 3,039人 2,352人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 

⑱ 横島 2010年 2030年 5,562人 4,340人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 ⑲ 玉水 2010年 2030年 3,110人 2,457人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 

⑳ 小天 2010年 2030年 2,825人 2,300人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 
2010 年 の 方 が 人 口 が 多 い 年 齢 層 2030 年 の 方 が 人 口 が 多 い 年 齢 層

2010 年 の 人 口 構 成 2030 年 の 人 口 構 成
老年人口 
生産年齢人口 

978 人 (32.2％) 988 人 (42.0％) 2030 年 
1,695 人 (55.8％) 1,188 人 (50.5％) 
176 人 (7.5％) 2010 年 年少人口 366 人 (12.0％) 

老年人口 
生産年齢人口 

1,599 人 (28.7％) 1,649 人 （38.0％) 2030 年 
3,297 人 (59.3％) 2,241 人 (51.6％) 
450 人 (10.4％) 2010 年 666 人 (12.0％) 年少人口 

老年人口 
生産年齢人口 

884 人 (28.4％) 1,001 人 (40.7％) 2030 年 
1,833 人 (58.9％) 1,245 人 (50.7％) 
211 人 (8.6％) 2010 年 393 人 (12.7％) 

老年人口 
生産年齢人口 

849 人 (30.0％) 940 人 （40.9％) 2030 年 
1,643 人 (58.2％) 1,148 人 (49.9％) 
212 人 (9.2％) 

2010 年 333 人 (11.8％) 年少人口 年少人口 
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21 小天東 2010年 2030年 782人 675人 0  1 0 0  2 0 0  3 0 0  4 0 0  5 0 0  6 0 0  7 0 0  8 0 0  9 0 0  1 0 0 0  9 5 ～9 0 ～ 9 48 5 ～ 8 98 0 ～ 8 47 5 ～ 7 97 0 ～ 7 46 5 ～ 6 96 0 ～ 6 45 5 ～ 5 95 0 ～ 5 44 5 ～ 4 94 0 ～ 4 43 5 ～ 3 93 0 ～ 3 42 5 ～ 2 92 0 ～ 2 41 5 ～ 1 91 0 ～ 1 45 ～ 90 ～ 4
人歳

 

  

   

2010 年 の 方 が 人 口 が 多 い 年 齢 層 2030 年 の 方 が 人 口 が 多 い 年 齢 層

2010 年 の 人 口 構 成 2030 年 の 人 口 構 成
241 人 (30.8％) 317 人 (46.9％) 2030 年 
454 人 (58.1％) 311 人 (46.1％) 
47 人 (7.0％) 2010 年 87 人 (11.1％) 

老年人口 
生産年齢人口 年少人口 
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（参考）推計方法について １．推計手法 
� コーホート変化率法で推計を実施した。 
� これはある年の各年齢人口（年齢別コーホート）が１年後にどれくらい増減しているか（コーホート変化率）から、将来の人口を推計するもの。 
� 出生者については子ども女性比（0歳人口／15～49歳女性人口）から算出する。 
� 推計対象は玉名市の 21小学校区、推計期間は平成 23年～平成 42年とする。  ２．仮定値の設定 
� コーホート変化率法には、基準人口、コーホート変化率、子ども女性比、出生性比の４つのデータ・仮定値が必要となる。 
� 本推計で採用したデータ・仮定値は以下の通りである。  基準人口 � 住民基本台帳に基づく小学校区別年齢別人口（平成 23年 12月 31日） 

� 資料：小学校区別年齢別総計表 コーホート 変化率 � 平成 17年～平成 23年（各年 12月 31日時点）における玉名市の年齢別コーホート変化率の平均値を採用 
� 資料：小学校区別年齢別総計表（平成 17年のみ自治区別年齢別総計表） 子ども 女性比＊ � 各小学校区における平成 18年～平成 23年（12月 31日時点）の平均値を採用 
� 資料：小学校区別年齢別総計表 出生性比 � 国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24年１月推計）」で採用されている男女比 105.5：100を仮定値として設定した ＊子ども女性比：0歳人口／15～49歳女性人口  ★コーホート変化率は人口が小規模な地域ほど適切な設定が困難である（小さな人口移動が与える影響が大きくなるため）。本推計でも校区のそれぞれに個別の仮定値を設定した場合、明らかに非現実的と判断される推計結果となる校区が多く見られたため、玉名市全体におけるコーホート変化率を一律に各校区に適用することとした（個別に修正を行うことも考えられるが、修正には恣意性が大きく影響してしまうこと、各校区で人口変化に大きな違いはないと想定されることから一律の値を適用した）。  
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観光客入込数 宿泊者数（万人） （万人）

３．観光・産業等の状況 

（１）観光について 熊本県観光統計表によると、玉名・荒尾地域への観光客の入込数は、平成 21年で約 657万人ですが、10年前と比較すると 25%を超える減少となっています。県内の観光地の総入込客数は、阿蘇が突出して多く、玉名・荒尾地域は菊池に次ぎ３位となっています。 また、玉名・荒尾地域のほか、熊本市、阿蘇地域は、県外客の多い点が特徴です。日帰客と宿泊客を比較すると、日帰客数が特段に多く、通過型の観光地となっています。 ただし、宿泊客数は減少を続けてきましたが、平成 21 年度はやや回復の傾向がみられました。今後は、平成23年全線開業した九州新幹線新玉名駅を生かした観光戦略の展開が必要になります。地域経済の活性化等の面でも、観光振興は市施策の重要な部分を占めています。 図表 玉名・荒尾地域の推移          図表 県内・県外別観光客数            
（２）産業について 平成 17年度国勢調査より産業別人口割合をみると、本市では第 1次産業が約 19％、第 2次産業が約 28％、第 3次産業が約 53％となっており、第 3次産業従事者が過半を占めています。 図表 産業別人口 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）平成 21 年 熊本県観光統計表より作成 

出典）平成 17 年度国勢調査より 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

熊本市 阿蘇 天草 山鹿・鹿本 玉名・荒尾 菊池 八代 人吉・球磨 水俣・芦北 宇城 上益城
県内客県外客（万人）

Ａ 農業 6,024 17.88Ｂ 林業 0 0.00Ｃ 漁業 395 1.17Ｄ 鉱業 25 0.07Ｅ 建設業 2,725 8.09Ｆ 製造業 6,492 19.27Ｇ 電気・ガス・熱供給・水道業 86 0.26Ｈ 情報通信業 210 0.62Ｉ 運輸業 1,052 3.12Ｊ 卸売・小売業 4,569 13.56Ｋ 金融・保険業 495 1.47Ｌ 不動産業 142 0.42Ｍ 飲食店・宿泊業 1,219 3.62Ｎ 医療・福祉 3,728 11.07O 教育・学習支援業 1,516 4.50P 複合サービス事業 591 1.75Q ｻｰﾋﾞｽ業（他に分類されないもの） 3,177 9.43R 公務（他に分類されないもの） 1,134 3.37分類不能 Ｎ 分類不能の産業 112 112 0.33 0.3333,692 33,692 100.00 100.00

構成比（％）9,242
17,919

27.43
53.19

6,419 19.05第２次産業
第３次産業

総　　計

第１次産業 就業者数（人）
第１次産業19.05%第２次産業27.43%第３次産業53.19%

分類不能0.33%
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（農業）  比較的農林水産業が盛んですが、農業人口の減少は著しくなっています。   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （製造業）  市内の製造業の事業所数、従業者数ともに、最近減少しており、製造費出荷額も低下傾向にあります。 
 

 

               

出典）農林業センサスより作成 

出典）工業統計調査より作成 
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  第 2章 市が保有する財産の状況及び      

資産の有効活用の必要性      

 

１．市の財政状況 

２．市の職員数の推移 

３．保有する財産の状況 

４．今後の施設の建替え・改修にかかるコスト試算 

５．効果的・効率的な施設の運営
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合併算定替影響額約２０億円合併算定替による普通交付税等の増加 段階的に削減される期間 通常の算定一本算定による普通交付税等の額合併算定替期間 激変緩和措置期間 一本算定

第２章 市が保有する財産の状況及び資産の有効活用の必要性 

１．市の財政状況 

（１）歳入の状況 本市においては、市税、分担金及び負担金並びに使用料及び手数料といった自主財源が歳入総額に占める割合は 3割程度となっており、地方交付税や国・県支出金などの依存財源に頼った財政構造となっています。 市税収入は固定資産税や個人市民税等の減収に伴い、近年減少傾向にありますが、今後も経済情勢の回復も不透明なことや労働者人口の減少により、税収の大幅な増加は見込めない状況です。  また、普通交付税等の算定において、合併に伴う地方交付税に関する特例措置である合併算定替により、平成 23年度で約 20億円の恩恵を受けていますが、平成 28年度以降段階的に削減されるため、今後大規模な財源不足が見込まれます。 このため、普通交付税の減額に耐えうる財政構造、また、将来にわたって持続可能な財政基盤を確立するため、引き続き市税などの自主財源の確保を図っていく必要があります。 さらに、東日本大震災や円高の進行による厳しい経済情勢により、今後地方交付税や国庫支出金等の減額も見込まれ、より慎重な財政運営を行う必要があります。                
        

【歳入の推移】 

【合併後の普通交付税等算定の特例措置イメージ】 

九州新幹線開通に伴う渇水対策事業を鉄道運輸機構から移管したことにより、機構から事業費約 41億円を雑入として計上。 

【合併算定替】 普通交付税等の算定において合併した新玉名市の算定による額と 1 市 3 町が合併しなかったと仮定して算定した場合の合算額を比較し、大きいほうの額を普通交付税等の額とするものです。 
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6.6%

入湯税入湯税入湯税入湯税
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【市税の推移】                       【市税の内訳（平成 22 年度）】              
(２)歳出の状況 人件費は、定員適正化計画により合併後の 10年間は退職者数の 3 分の 1 を新規採用という基本方針に基づき職員削減が進み、人件費総額で合併時と比較して 4億円の減少となっています。 一方、少子高齢化の進行により扶助費や社会保障関係経費の自然増が見込まれ、また、近年の臨時財政対策債の発行が継続していることから、公債費についても減少は難しい状況です。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

【歳出の推移】 

全体全体全体全体のののの 80.980.980.980.9％％％％    

鉄道機構からの渇水対策事業費により、「玉名市九州新幹線渇水等被害対策基金」を設置 
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（３）投資的経費の状況 投資的経費は、合併以降は 40～60 億円の水準で推移し、道路新設改良事業や学校耐震化事業等を実施してきましたが、今後、新庁舎や市民会館の建設のほか、上・下水道のインフラ整備等の大規模事業が見込まれるため、老朽化施設の維持更新等を計画的・効率的に進めていく必要があります。 また、計画的な公共施設の更新・大規模修繕等を行っていくためには、中長期的な見通しと財政と連動した計画的なマネジメントが重要となります。 
 【投資的経費の推移】 
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平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

公共施設 道路及び橋りょう 用地購入 その他（億円）

天水中校舎地域ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ基盤施設横島総合支所複合施設玉陵中体育館建替天水中校舎横島総合支所複合施設 立願寺横町線道路整備立願寺南岩原線道路整備 豊水小校舎立願寺横町線道路整備 玉名町小体育館・プール岱明玉名線道路整備 小中学校太陽光発電設置基幹業務システム更新
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２．市の職員数の推移 地方公務員給与の実態（総務省自治税務局）によると、玉名市の職員数は平成 22 年度現在で583人です。これまで、平成 4年以降約 10年間は、750人前後で推移していましたが、市町合併を行った平成 17年頃から大きく減少しています。 これは、行財政改革の具体的な取り組みとして、職員数を計画的にかつ継続的に管理しながら、簡素で効率的な行政運営を目指す「玉名市職員定員適正化計画（第 1次：平成 18年度～平成 21年度）（第 2次：平成 22年度～平成 28年度）」を実行している成果といえます。  図表 職員数の推移（各年 4月 1日現在）                （参考）職員定員適正化計画の数値目標             

出典）総務省自治税務局地方公務員給与の実態より作成 

出典）第 1 次玉名市職員定員適正化計画 
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３．保有する財産の状況 

（１）保有する土地・建物の内訳 ■ 土地 市が保有する土地計 500 万㎡のうち、公共用途に使われている行政財産は約 419.７万㎡で、全体の 84％となっています。                行政財産の土地のうち、53％が山林となっており、その次に公園用地が14％、学校用地が12％、公営住宅用地 5％の割合となっています。               

行政財産行政財産行政財産行政財産
4197 千千千千㎡㎡㎡㎡

84%

普通財産普通財産普通財産普通財産
800千千千千㎡㎡㎡㎡

16%

出典）玉名市の財政事情（平成 23 年 5 月 1 日）より作成 

出典）玉名市の財政事情（平成 23 年 5 月 1 日）より作成 

80.0 万万万万㎡㎡㎡㎡    
419.7 万万万万㎡㎡㎡㎡    

山林山林山林山林
220.7万万万万㎡㎡㎡㎡

53%公営住宅公営住宅公営住宅公営住宅
23.4万万万万㎡㎡㎡㎡5%

公園公園公園公園
59.8万万万万㎡㎡㎡㎡

14%

そのそのそのその他他他他
63.5万万万万㎡㎡㎡㎡

15%

学校学校学校学校
49.0万万万万㎡㎡㎡㎡

12%

市庁舎市庁舎市庁舎市庁舎
2.9万万万万㎡㎡㎡㎡1%

消防施設消防施設消防施設消防施設
0.3万万万万㎡㎡㎡㎡

0.1%
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■ 建物 市が保有する建物延床面積計 33.0万㎡のうち、公共用途に使われている行政財産は約 30.0万㎡で、全体の 91％となっています。                 行政財産の建物のうち、37.9％が学校教育施設となっており、その次に公営住宅が 23.3％、行政系施設が 5.2％の割合となっています。 
 図表 公共施設の建物面積の内訳 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政財産
300千㎡

91%

普通財産
30 千㎡

9%

出典）玉名市の財政事情（平成 23 年 5 月 1 日）より作成 

学校教育系施設
37.9%

その他
7.6%

供給処理施設
4.6%公園

0.1%

公営住宅
23.3%

行政系施設
5.2%

保健・福祉施設
4.6%

子育て支援施設
1.8%

産業系施設
0.6% ｽﾎﾟｰﾂ･観光施設

9.3%

社会教育系施設
0.2% 市民文化系施設

4.8% 学校教育系施設その他供給処理施設公園公営住宅行政系施設保健・福祉施設子育て支援施設産業系施設ｽﾎﾟｰﾂ･観光施設社会教育系施設市民文化系施設出典）「保有施設データ」より 

30.0 万㎡ 
3.0 万㎡ 
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（２）公共施設の築年別整備状況 本市が保有する建物の延床面積 32 万 107 ㎡のうち、旧耐震基準で建設された建物は 13 万8,391㎡（43％）、新耐震基準で建設された建物は 18万 1,716㎡（57％）となっています。 これを築年別にみると、築 20 年～39 年の施設が約 20.4 万㎡で全体の 64％を占めており、さらに一般的に建物の寿命とされる築 30年以上の建物は約 11.8万㎡（37％）となっています。 また、建物用途別にみると、学校施設の延床面積が最も多く、公共施設全体の約 38％、公営住宅が公共施設の約 23％を占めています。特に、公営住宅については旧耐震基準である昭和 40年代後半から 50年代前半に整備されたものが多く、施設の老朽化が懸念されます。なお、玉名市総合計画において、老朽化が著しい既設公営住宅については、「公営住宅ストック総合活用計画」に沿って計画的に改善を進めることが掲げられています。  図表 築年別整備状況                         
出典）「保有施設データ」より 

築30年以上築40年以上 築20年以上 築20年未満2万4,984㎡（8％） 9万3,416㎡（29％） 11万419㎡（34％） 9万1,288㎡（29％） 010,00020,00030,00040,00050,00060,00070,00080,000

05,00010,00015,00020,00025,00030,000 公共施設の築年別整備状況延床面積（㎡） 人口（人）
32.0万㎡
4.6㎡/人

昭和24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 平成元2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22用途用途用途用途 延床面積延床面積延床面積延床面積 構成比構成比構成比構成比 用途用途用途用途 延床面積延床面積延床面積延床面積 構成比構成比構成比構成比学校教育系施設学校教育系施設学校教育系施設学校教育系施設小学校、中学校 121,186㎡ 37.9 ％ 保健福祉系施設保健福祉系施設保健福祉系施設保健福祉系施設保健センター、保健福祉センター等 14,684㎡ 4.6％子育子育子育子育てててて支援系施設支援系施設支援系施設支援系施設保育園、児童館、子育て支援センター 5,711㎡ 1.8％ 行政系施設行政系施設行政系施設行政系施設市役所、総合支所、消防・防災施設、 16,675㎡ 5.2％社会教育系施設社会教育系施設社会教育系施設社会教育系施設図書館、美術館、こころピア 630㎡ 0.2％ 公営住宅公営住宅公営住宅公営住宅公営住宅 74,675㎡ 23.3 ％市民文化系施設市民文化系施設市民文化系施設市民文化系施設文化会館、公民館 15,389㎡ 4.8 ％ 公園公園公園公園公園 等 409㎡ 0.1 ％ｽﾎｽﾎｽﾎｽﾎﾟ゚゚゚ｰﾂｰﾂｰﾂｰﾂ・・・・観光施設観光施設観光施設観光施設体育館、運動場、温泉、宿泊施設、体験施設 等 29,623㎡ 9.3 ％ 供給処理施設供給処理施設供給処理施設供給処理施設ポンプ場、クリーンセンター、浄化センター 等 14,685㎡ 4.6％産業系施設産業系施設産業系施設産業系施設商工会館、勤労青少年ホーム等 2,049㎡ 0.6％ そのそのそのその他他他他農林業地域改善対策事業所、水道局 等 24,391㎡ 7.6 ％

新耐震基準(昭和57年以降)181,716㎡（56.8％）旧耐震基準(昭和56年以前)138,391㎡（43.2％）
天水中浄化センター 玉名市総合福祉センター横島福祉センター公営住宅玉名市役所

総合体育館
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４．今後の施設の建替え・改修にかかるコスト試算 市が保有する施設は、人口増加が急速に進んだ昭和 50年代～60年代にかけて建設されたものが多く、建物の安全性の確保、大規模改修、建替え等に今後多額のコスト増大が予測されます。ここでは、次の条件により今後 40年間にかかるコストを試算します。  ＜共通試算条件＞ 
� 建築物の耐用年数 ：60年と仮定 
� 建物附属設備及び配管の耐用年数が概ね 15年であることから、2回目の改修時期である建設後 30年で建築物の大規模改修を行い、さらにその後 30年で建替えると仮定する。 
� 試算時点で、建設時からの経過年数が 31年以上 50年までの施設については、直近の 10年間で均等に大規模改修を行うと仮定し、建設時より 51年以上経過している施設については、建替えの時期が近いことから、大規模改修は行わずに 60年を経過した年度に建替えることとする。 
� 更新単価 建替え  市民文化系、社会教育系、行政系等施設 ４０ 万円/㎡ スポーツ・レクリエーション系施設 ３６ 万円/㎡ 学校教育系、子育て支援施設等 ３３ 万円/㎡ 公営住宅 ２８ 万円/㎡ 大規模改修  市民文化系、社会教育系、行政系等施設 ２５ 万円/㎡ スポーツ・レクリエーション系施設 ２０ 万円/㎡ 学校教育系、子育て支援施設等 １７ 万円/㎡ 公営住宅 １７ 万円/㎡ 
� 全施設対象 毎年老朽箇所の修繕を実施（3,000円／㎡×施設面積） 

� 既に建設が決まっている新庁舎については、新庁舎建設年次別財政計画【H23,11,1現在】に基づき、事業費合計約 45.3億円を計上する（ただし、平成 22年度以前の費用については平成 23年度に計上することとした）。   
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0102030
40506070
8090

平成18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62

億円

学校教育系施設 市営住宅 普通財産その他 供給処理施設 公園行政系施設 医療施設 保健・福祉施設子育て支援施設 産業系施設 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設社会教育系施設 市民文化系施設 投資的経費市民関連施設投資的経費水準線

0102030
40506070
8090

平成18 19 20 21 22 平成23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62

億円

維持費 大規模修繕築31年以上50年未満の公共施設の大規模修繕 建替え既存更新分 新規整備分公共施設にかかる投資的経費（5ヶ年度平均）

現在までのストック32.0万㎡
40年間の更新費用総額1,730.4 億円年更新費用の試算既存更新分及び新規整備分43.3億円5.3倍直近5年平均公共施設投資的経費既存更新分及び新規整備分8.1 億円

整
備
方
式
別

施
設
用
途
別

直近5年平均公共施設投資的経費8.1億円

直近5年平均公共施設投資的経費8.1億円

＜試算結果＞ 本市が保有する公共施設に係る投資的経費は、平成23年度から平成62年度までの40年間で、積み上げ方式で試算すると年平均 43.3億円かかる見込みであり、これは現状の公共施設にかかる投資的経費の約 5.3倍となります。 また、現時点で既に築 31 年以上経過している施設や今後築 30 年を経過する施設が多くあり、今後 10年間に一斉に大規模修繕が必要になってくることが予想されます。その費用は、年間 40億円を超えると試算され、過去 5 年間の公共施設に係る投資的経費が平均 8.1 億円、最も多かった平成 18 年でも約 15 億円であることからも、他の行政サービスに与える影響が懸念されます。さらに、この大規模修繕ピーク時に既に計画されている新庁舎建設も重なることから、今後１０年間だけではなく、平成 50年代に訪れる施設更新のピークも見据え、既存施設の統廃合や新庁舎への集約化等も視野に入れつつ、人口動態やニーズに見合った公共施設の適正化について検討していくことが重要です。 図表 今後の建替え・改修にかかるコスト試算                        

新庁舎建設新庁舎建設新庁舎建設新庁舎建設    

老朽化した施設の大規模修繕ピーク 施設更新のピーク 
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５．効果的・効率的な施設の運営 本市の公共施設等での行政サービスにかかる事務事業運営コストを平成 22年度でみると、歳出全体（329 億円）の約 34％（113 億円）を占めています。その内訳は、人件費 15％、物件費が 7％、維持補修費が 0.3％、投資的経費が 12％となっており、事務事業運営コストの 6割以上は、固定費である人件費と物件費に費やされています。市では、「チェンジ玉名」や「玉名市総合計画」に基づき、新たな歳入確保や、人件費、物件費などの行政コストの削減に取り組んでいます。しかし、一律的なコスト削減だけでは、行政サービスの低下を招く恐れもあります。 コスト削減と行政サービスの維持・向上の両立を図るには、住民が期待する公共施設の役割や機能を、時代の変化に対応しながらそれぞれの地域に合った形に変えていくこと、すなわち有効活用していくことが必要です。 有効活用を具体的に進めて行くためには、まず、公共施設で行われる行政サービスにかかるコスト（歳出）と、施設のストック状況（建物状況・利用状況・運営状況）を総合的に把握・分析することが必要です。 加えて、施設の実情や分析結果を、住民の皆さんに分かりやすく公表することにより、住民と行政が共に市全体の経営的な視点から事務事業の有効性の検証を行い、情報の「見える化」を図りながら、施設を有効活用する改善案を議論していくことが重要です。  
 

 

 

 

 

 

 

 

  歳出総額329億円

玉名市平成22年度普通会計決算歳出内訳
投資的経費12％(41億円)扶助費15％公債費12％ 補助費等12％

繰出金9％
行政サービスにかかる歳出は、約34％を占める

土地499.7万㎡建物33.0万㎡

玉名市が保有する財産内訳人件費15％(49億円) 物件費7％22億円
（50億円）

コ
ス
ト
情
報

ス
ト
ッ
ク
情

報

行政財産（土地）79％
行政財産（建物）6％ 普通財産(土地)15％普通財産(建物)1％

土地のうち、山林220.7 万㎡（34％）建物のうち、公営住宅7.7万㎡（23％）
行政財産は市の財産の過半を占めており、その中で行われている行政サービスにかかる

コスト（人件費・物件費・投資的経費等）を総合的・横断的に有効活用し、行政全般の見直

しを図り、効果的・効率的な行政展開を行う。

行政サービスを行う財産は市の財産の過半を占める。貸付金等18％ 維持補修費1億円




